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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平 成 16年  4月 27日
(コード番号:    )6701     50.0親 会 社 名 日本電気株式会社 親会社における当社の株式保有比率： ％

米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )16年 3月 期 平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期       26,786    △8.7       1,187－          709－

15年 3月期       29,336   △10.4        △504 －         △944 －

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          580－          20.51          9.11     8.6     2.2     2.6

15年 3月期       △4,347－        △153.64 －    △66.2    △2.5    △3.2

(注 )1.持分法投資損益 16年 3月 期 百万円 15年 3月 期 百万円－ －
2.期中平均株式数(連結) 16年 3月 期     28,290,533株 15年 3月 期     28,296,253株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

      31,009        7,035     22.7        107.2916年 3月期

      34,323        6,438     18.8         86.1915年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 16年 3月 期     28,288,500株 15年 3月 期     28,292,800株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
       3,777        △741       △4,460        2,19016年 3月期

15年 3月期       △2,603        2,390        △454        3,616

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    3 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2．      の連結業績予想 (           ～           )17年 3月期 平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期       13,000          100           50

通 期       29,000        1,300        1,150

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          40円 65銭

（ 注 ） １ ． 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
      ２ ． 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し て お り 、
          実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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企 業 集 団 の 状 況

  当社及び当社の関係会社は、当社、親会社（日本電気株式会社）及び当社子会社３社（山梨アビ
オニクス株式会社、福島アビオニクス株式会社及びアルス株式会社）により構成され、情報システ

ム製品、電子装置製品、製造装置製品の製造、販売を主な事業内容としております。子会社である

山梨アビオニクス株式会社及び福島アビオニクス株式会社は、当社が製造、販売する上記製品の一

部を製造分担しており、アルス株式会社は、上記製品の一部の販売及び当社企業グループ向けの厚

生サービス等を行っております。

    製品別の当社企業グループの位置づけは、次のとおりであります。

製 品 区 分 製 品 内 容 主 要 な 会 社

情報システム製品

  誘導・搭載関連装置、
  表示・音響関連装置、
  指揮・統制関連装置、
  ハイブリッドＩＣ

当　　社、
山梨アビオニクス㈱、福島アビオニクス㈱

（計３社）

電 子 装 置 製 品
  映像機器、赤外線機器、
  情報端末機器

当　　社、
福島アビオニクス㈱、アルス㈱    （計３社）

製 造 装 置 製 品
  製造・検査機器、
  プリント配線板

当　　社、
山梨アビオニクス㈱、福島アビオニクス㈱

（計３社）

そ の 他   厚生サービス等 アルス㈱　　　　　　　　　　　　（計１社）

（注）　製品区分については、従来、「情報システム製品」、「電子機器製品」、「電子デバイス製品」

    及び「その他」に区分しておりましたが、当期より、「情報システム製品」、「電子装置製品」、
    「製造装置製品」、「その他」に区分しており、変更後の区分に属する製品内容は上記のとお
    りであります。なお、本資料においては比較を容易にするため、「前期」を変更後の製品区分
に組み替えております。

　なお、当社の親会社である日本電気株式会社及びその一部の子会社に対しては、当社製品の販売

とともに、当社が使用する一部の部品を購入しております。

  　以上について図示すると次のとおりであります。

                                                                       

      
                                                                       
                                                                       
                                                                       

※アルス株式会社は平成１６年４月１日より日本アビオニクス販売株式会社に商号を変更しております。

     親会社 日本電気㈱ 及び 同社子会社       得         意         先

製品 部品 製品 製品

           日 本 ア ビ オ ニ ク ス ㈱ 
 

（製造・販
 

売） 連結子会社

 アルス㈱

（販売､厚生

  サービス)

 連結子会社

 山梨アビオニクス(株)
 （プリント配線板等の製造）

 連結子会社

 福島アビオニクス(株)
 （ハイブリッドＩＣ、
   電子装置等の製造）

部品の製造 部品の製造・

製品の組立

厚生

サービス

生産子会社

製品
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経 営 方 針

１．「経営の基本方針」

当社企業グループは､独自のエレクトロニクス技術とシステム技術により､お客

様のために新しい価値を創造し､安全で豊かな社会の実現に貢献することを経営の

基本理念としております。また､収益力を高め､事業の持続的発展と､株主､従業員､

社会への還元をはかることを行動指針として活動しております。

２．「利益配分に関する基本方針」

当社は､復配を経営の最重要課題と考え､これを早期に実現するため､収益基盤の

確立と利益の拡大に引き続き取り組んでまいります。

３．「中期的な経営戦略」

当社企業グループは、経営環境の激変に対応するため絶え間ない改革を進めると

ともにさらなる業績向上を目指し次の施策を実施してまいります。

・ 新製品の開発推進及び新事業分野の開拓を実施します。そのため、マーケテ
ィング力の強化及び提案型ビジネスを実施し、独創的な新製品の開発・育成

を目指します。

・ 国内販売を強化するとともに海外市場の開拓を積極的に推進します。
・ VE活動等による原価低減を行い既存製品の収益力の向上を目指します。

４．「コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況」

当社企業グループは､コンプライアンス体制を構築し、公正､透明な企業活動を推

進することが企業価値を増大させ継続的な事業の発展を可能とすると考え、コーポ

レートガバナンスを重要事項と認識しております。

その実施状況は、次のとおりであります。

・ 経営の監督と執行の分離、迅速な意思決定等のため取締役数を削減し、各部
門長へ権限の委譲をはかりました。

また、取締役会は月１回の定期の他必要に応じ随時開催し、経営上重要な事

項の決議及び業務の執行状況の報告が各取締役より行われております。なお、

社外取締役は現在就任しておりません。

・ 当社は監査役制度採用会社であり、監査役のうち２名が社外監査役となって
おり、監査役は取締役会その他重要な会議すべてに出席し業務の執行状況を監

査しております。

・ 内部監査につきましては、監査部を設置し業務の執行状況についてコンプラ
イアンスを含めて全社的な監査を定期的に実施しております。その結果につい

て必要に応じ業務改善等を実行しております。

・ コンプライアンス体制の構築に関しましては、「企業行動憲章」を制定、印刷
し従業員に配布の上、法遵守等の重要性を含めその意義等について社内教育を

実施するとともに具体的な行動指針として「Avio 行動規範」を定めておりま
す。
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経営成績及び財政状態

１．経営成績

（1）「当期の概況」
　当期におけるわが国経済は、雇用情勢が依然厳しいものの、世界経済の回復によ

り輸出が増加し、企業収益の回復を受けて民間設備投資が増加する等回復傾向のう

ちに推移しました。

　当社企業グループの関連するエレクトロニクス業界におきましては、一部に低調

な品目があるものの、デジタル民生機器が引き続き好調を持続する等全体では堅調

に推移しました。

　このような環境の中で当社企業グループは､好調な電子部品産業へ製造機器の新

製品を投入するとともに市場が拡大しているプロジェクタ市場へ向け小型、軽量、

低価格の書画カメラ付き液晶プロジェクタの新製品を投入し、海外市場開拓を含め

た積極的な営業活動の推進により受注、売上の確保に努めてまいりました。

　また、前期に実施した構造改革により固定費が大幅に削減され損益分岐点が引き

下げられましたが、さらに一層の利益体質の強化をはかるため、ＶＥ活動等による

コストダウンを実施しました。

　一方、財務面では、長期安定資金を確保する一方、短期借入金の返済により有利

子負債を大幅に削減いたしました。

　その結果、前期の構造改革において実施した営業譲渡により受注高は前期比

3.0％減の２８１億１５百万円、売上高は前期比 8.7％減の２６７億８６百万円とな
りました。

　損益に関しましては、構造改革による固定費削減及び高付加価値製品の受注、売

上増により経常利益は７億９百万円（前期比１６億５４百万円改善）、当期純利益

は５億８０百万円（前期比４９億２７百万円改善）となりました。

　期末受注残高は１１０億５７百万円（前期比 14.6％増）であります。

主な部門別の状況は､次のとおりです。

情報システム部門

　情報システム製品については、受注、売上とも大型プロジェクトの端境期のため

指揮・統制関連装置を中心に減少しました。

　この部門の当期の受注高は１３４億７８百万円（前期比 3.3％減）、売上高は１
２０億７６百万円（前期比 13.4％減）であります。

電 子 装 置 部 門        

　電子装置製品については、液晶プロジェクタの新製品投入効果はあったものの、

前期に実施いたしました製造管理・生産管理システム事業等の営業譲渡により受注、

売上とも減少しました。

　この部門の当期の受注高は７４億２２百万円（前期比 23.8％減）、売上高は７４
億８７百万円（前期比 24.7％減）であります。
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製 造 装 置 部 門        

　製造装置製品については、製造・検査機器は電子部品産業の好調を背景に当該産

業向け製品が増加し、プリント配線板は半導体検査装置向け高付加価値製品が増加

したことにより、受注、売上とも大幅に増加しました。

　この部門の当期の受注高は７２億１４百万円（前期比 35.7％増）、売上高は７１
億４６百万円（前期比 34.4％増）であります。

 （2）「次期の見通し」
　今後の見通しにつきましては、輸出が増加し、個人消費も回復の兆しが現れてい

ること等から引き続き回復傾向が続くものと予想されます。

　このような状況の中で､当社企業グループといたしましては､重点事業に経営資

源を集中して大型プロジェクトの受注を確保するとともに独創性の高い新製品を

開発し、積極的に受注、売上の拡大を目指してまいります。

　また、構造改革により築いた利益体質の一層の強化を目指し、事業全般にわたる

効率化を推進し､さらなるコストダウンに取り組んでまいります。

さらに平成１６年６月開催予定の第５４期定時株主総会において、早期の復配を

実現するため資本準備金、利益準備金等の取崩し及び資本減少の議案を提出し、こ

れにより利益剰余金の欠損を一掃する予定であります。なお、この資本の減少は、

資本の額のみ減少するものであり発行済株式総数の変更（株式の併合又は消却）は

予定しておりません。

　平成１７年３月期の連結業績は、売上高２９０億円(前期比 8.3%増)、経常利益１
３億円、当期純利益１１億５０百万円を見込んでおります。

２．財政状態

　当期の｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣は、前期に比べ６３億８０百万円増

加し、３７億７７百万円となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益を６

億５４百万円計上したことに加え、流動資産の圧縮に努めた結果、売上債権が１０

億３０百万円、たな卸資産が７億２２百万円減少したためであります。

　｢投資活動によるキャッシュ・フロー｣は、前期に比べ３１億３２百万円減少し、

△７億４１百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出７億８

４百万円の支出があったためです。

　｢財務活動によるキャッシュ・フロー｣は前期に比べ４０億６百万円減少し、△４

４億６０百万円となりました。これは、シンジケート・ローンにより長期借入金を

７０億円調達したものの、短期借入金の返済１０６億４０百万円及び長期借入金の

返済８億２０百万円を実施したためです。なお、当期は短期借入金を機動的に調達

することを目的とし、金融機関５行と総額１００億円のコミットメントライン契約

を締結いたしました。

　以上の結果、｢現金及び現金同等物の期末残高｣は前期に比べ１４億２５百万円減

少し２１億９０百万円となり、当期末における借入金残高は前期末に比べ４４億６

０百万円減少し、１４２億円となりました。
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連 結 貸 借 対 照 表

（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　別 当    期 前    期 期　別 当    期 前    期
平成16年3月31日現在 平成15年3月31日現在 比較増減 平成16年3月31日現在 平成15年3月31日現在 比較増減

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 科　目 金　額 構成比 金　額 構成比

（ 資 産 の 部 ） % % （ 負 債 の 部 ） % %

流 動 資 産 21,442 69.1 24,761 72.1 △3,318 流 動 負 債 13,922 44.9 24,172 70.4 △10,249 

現 金 及 び 預 金 2,190 3,616 △1,425 支払手形及び買掛金 4,707 4,383 324

受取手形及び売掛金 8,354 9,385 △1,030 短 期 借 入 金 7,260 17,060 △9,800 

た な 卸 資 産 10,298 11,021 △722 未 払 法 人 税 等 78 22 55

そ の 他 628 768 △140 そ の 他 1,876 2,706 △829 

貸 倒 引 当 金 △30 △30 － 固 定 負 債 10,051 32.4 3,712 10.8 6,339

固 定 資 産 9,566 30.9 9,562 27.9 4 長 期 借 入 金 6,940 1,600 5,340

有形固定資産 9,041 9,040 1 繰 延 税 金 負 債 51 37 14

建物及び構築物 8,229 7,986 243
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債 1,274 1,268 6

機械装置及び運搬具 7,706 7,884 △177 退職給付引当金 1,765 772 992

工 具 器 具 備 品 4,086 4,341 △254 そ の 他 21 34 △13 

減価償却累計額 △16,105 △16,085 △20   負  債  合  計 23,974 77.3 27,884 81.2 △3,910 

3,917 4,126 △209 （ 資 本 の 部 ）

土 地 4,847 4,847 － 資   本   金 8,769 28.3 8,769 25.6 －

建 設 仮 勘 定 276 65 211 資本剰余金 7,769 25.0 7,769 22.6 －

無形固定資産 161 227 △66 利益剰余金 △11,378 △36.7 △11,958 △34.8 580

投資その他の資産 363 294 69 土地再評価差額金 1,857 6.0 1,863 5.4 △6 

投 資 有 価 証 券 98 84 13 その他有価証券評価差額金 20 0.1 △2 △0.0 23

そ の 他 400 344 55 自 己 株 式 △1 △0.0 △1 △0.0 △0

貸 倒 引 当 金 △134 △134 －   資  本  合  計 7,035 22.7 6,438 18.8 596

  資  産  合  計 31,009 100 34,323 100 △3,313 負債及び資本合計 31,009 100 34,323 100 △3,313 
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連 結 損 益 計 算 書
（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　 当　　　　期 前　　　　期
自  平成15年４月  １日 自  平成14年４月  １日
至  平成16年３月３１日 至  平成15年３月３１日 比較増減

科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

％ ％

Ⅰ 売       上       高 26,786 100 29,336 100 △ 2,549 
Ⅱ 売    上    原    価 20,477 76.4 23,397 79.8 △ 2,919 

売 上 総 利 益 6,308 23.6 5,938 20.2 369
Ⅲ 販売費及び一般管理費 5,120 19.2 6,443 21.9 △ 1,322 

営業利益又は営業損失（△） 1,187 4.4 △ 504 △ 1.7 1,692
Ⅳ 営  業  外  収  益 65 0.2 30 0.1 35
１． 受 取 利 息 0 1 △ 0
２． そ の 他 64 28 36

Ⅴ 営  業  外  費  用 544 2.0 470 1.6 73
１． 支 払 利 息 503 408 95
２． そ の 他 40 62 △ 22 

経常利益又は経常損失（△） 709 2.6 △ 944 △ 3.2 1,654
Ⅵ 特    別    利    益 9 0.0 327 1.1 △ 317 
１． 投資有価証券売却益 9 4 5
２． 営 業 譲 渡 益 　　　　　- 322 △ 322 

Ⅶ 特    別    損    失 64 0.2 5,207 17.8 △ 5,142 
１． 固 定 資 産 除 却 損 62 68 △ 6 
２． 投資有価証券評価損 　　　　　- 62 △ 62 
３． 事 業 構 造 改 革 損 失 　　　　　- 5,035 △ 5,035 
４． 役 員 退 職 慰 労 金 2 41 △ 39 

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△） 654 2.4 △ 5,825 △ 19.9 6,479
法人税、住民税及び事業税 74 0.2 161 0.5 △ 86 
法 人 税 等 調 整 額 　　　　　- 　　　- △ 1,638 △ 5.6 1,638
当期純利益又は当期純損失（△） 580 2.2 △ 4,347 △ 14.8 4,927

連 結 剰 余 金 計 算 書
（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　 当　　　　期 前　　　　期
自  平成15年４月  １日 自  平成14年４月  １日 比較増減

科　　目 至  平成16年３月３１日 至  平成15年３月３１日

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ７，７６９　　　 ５，７６９　　　 ２，０００　

Ⅱ 資本剰余金増加高 -　　　　 ２，０００　　　 △２，０００　

増資による新株の発行 -　　　　 ２，０００　　　 △２，０００　

Ⅲ 資本剰余金期末残高 ７，７６９　　　 ７，７６９　　　 　　　　　－　

（利益剰余金の部）

Ⅰ  利益剰余金期首残高 △１１，９５８　　　 △　９，９００　　　 △２，０５８　

Ⅱ  利益剰余金増加高 ５８０　　　 ２，２８８　　　 △１，７０８　

当 期 純 利 益      　　５８０　　　 　-　 ５８０　

土地再評価差額金取崩額 　-　 ２，２８８　　　 △２，２８８　

Ⅲ  利益剰余金減少高 　-　 △　４，３４７　　　 ４，３４７　

 当 期 純 損 失 （△） 　-　 △　４，３４７　　　 ４，３４７　

Ⅳ  利益剰余金期末残高 △１１，３７８　　　 △１１，９５８　　　 ５８０　
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連結キャッシュ・フロ－計算書

（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　 当　　　　期 前　　　　期
自 平成15年４月  １日 自 平成14年４月  １日

至 平成16年３月３１日 至 平成15年３月３１日

科　　目 金　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 又 は
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （ △ ） 654 △ 5,825 6,479

減 価 償 却 費 833 1,076 △ 242 
退職給付引当金の増加額又は減少額（△） 992 △ 1,560 2,552
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 2 △ 3 0
支 払 利 息 503 408 95
固 定 資 産 売 却 損             - 2,067 △ 2,067 
売上債権の増加額（△）又は減少額 1,030 △ 298 1,329
た な 卸 資 産 の 減 少 額 722 1,110 △ 387 
仕 入 債 務 の 増 加 額 324 340 △ 16 
そ の 他 △ 673 718 △ 1,392 

小        計 4,385 △ 1,965 6,351
利 息 及 び 配 当 金 受 取 額 2 3 △ 0
利 息 の 支 払 額 △ 592 △ 441 △ 150 
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 18 △ 198 180

営業活動によるキャッシュ・フロ－ 3,777 △ 2,603 6,380

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－

有形固定資産の取得による支出 △ 784 △ 502 △ 282 
有形固定資産の売却による収入             - 2,417 △ 2,417 
無形固定資産の取得による支出 △ 41 △ 36 △ 5 
営 業 譲 渡 に よ る 収 入             - 400 △ 400 
そ の 他 84 111 △ 27 

投資活動によるキャッシュ・フロ－ △ 741 2,390 △ 3,132 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △ 10,640 △ 6,410 △ 4,230 
長 期 借 入 金 の 収 入 7,000 2,000 5,000
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 820 △ 16 △ 803 

株 式 の 発 行 に よ る 収 入             - 4,000 △ 4,000 
そ の 他 △ 0 △ 28 27

財務活動によるキャッシュ・フロ－ △ 4,460 △ 454 △ 4,006 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額（△） △ 1,425 △ 667 △ 757 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 3,616 4,283 △ 667 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 2,190 3,616 △ 1,425 

金　　額
比較増減

8



連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　山梨アビオニクス株式会社、福島アビオニクス株式会社及びアルス株式会社の子会社

３社すべてを連結の範囲に含めております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は３月３１日であり、連結決算日と一致しております。

３．会計処理基準に関する事項

（１）  重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　　  ア．有価証券
　　　　　　　　　  その他有価証券
　　              時価のあるもの …………………… 連結会計年度末日の市場価格等に
                                          　　   基づく時価法（評価差額は全部資本
                                          　　   直入法により処理し、売却原価は主
                                          　 　  として移動平均法により算定）
　　              時価のないもの …………………… 移動平均法による原価法
　　　　　　 イ．たな卸資産
　　　　　　　　　  製品､半製品、原材料及び貯蔵品　 … 主として総平均法による原価法
　　　　　　　　　  仕掛品及び未着品　　…………………　個別法による原価法
（２）  重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　　   有形固定資産　　………………………………　定率法
（３）  重要な引当金の計上基準

　　　　   ア．貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して

計上しております。

　　　　   イ．退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末における退職給付債務か

ら年金資産並びに会計基準変更時差異未処理額、未認識過去勤務債務、未認

識数理計算上の差異を加減した額を計上しております。

（４）  重要なリース取引の処理方法
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）  消費税及び地方消費税の会計処理の方法　……　税抜方式
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４．利益処分項目等の取扱いに関する事項

　連結剰余金計算書における利益処分又は損失処理については、連結会計年度中に

確定した金額に基づいて計上しております。

５．連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

６．「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき､平成１４

年３月３１日に下記方法により事業用土地の再評価を行っております。連結会計年度末貸借

対照表に記載の土地の価額は当該再評価額に基づいております。なお、取得価額と再評価

額との差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し､これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上し

ております。

   再評価の方法
       「土地の再評価に関する法律施行令」（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）
     第２条第４号に定める地価税法第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の基
     礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
     定した価額に合理的な調整を行って算定しております。

   当連結会計年度末において上記方法により再評価した価額は、連結貸借対照表記載
   の土地の価額を３６２百万円下回っております。

セ グ メ ン ト 情 報

　１．事業の種類別セグメント情報

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社企業グループが製造販売する

各種製品は、主として情報システム、電子装置、製造装置の「電子応用機器」であり、全セ

グメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める当該

セグメントの割合がいずれも９０％を超えているため、その記載を省略しております。

　２．所在地別セグメント情報

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社企業グループは海外拠点を有して

おりませんので、該当事項はありません。

　３．海 外 売 上 高

 前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の１０％未満

のため、その記載を省略しております。

10



製 品 区 分 別 受 注 高 及 び 受 注 残 高

（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　別　

　品　目 区　分 受 注 高 受 注 高

情報システム製品 １３，４７８　 ９，４１６　 １３，９３９　 ８，０１４　

７，４２２　 ７７２　 ９，７４３　 ８３７　
（５８８） （１４０） （８９４） （１５６） 

７，２１４　 ８６８　 ５，３１５　 ７９９　
（１，３８３） （２０１） （４６８） （６５） 

２８，１１５　 １１，０５７　 ２８，９９７　 ９，６５１　
（１，９７１） （３４２） （１，３６２） （２２１） 

（注） １．製品区分「その他」については、受注高及び受注残高に含めておりません。

２．（　　）　内数字は輸出額であり、内数であります。

製 品 区 分 別 売 上 高

（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　別　 当　　　　期 前　　　　期

自  平成15年４月  １日 自  平成14年４月  １日

至  平成16年３月３１日 至  平成15年３月３１日 増減率

　品　目 区　分 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比
％ ％ ％

情報システム製品 １２，０７６　 ４５．１ １３，９４２　 ４７．５ △１３．４

  ７，４８７　 　２７．９ ９，９３８　 　３３．９ △２４．７

（６０３） 　（２．２） （８５１） 　（２．９）

７，１４６　 ２６．７ ５，３１６　 １８．１ 　３４．４
（１，２４７） （４．７） （４４５） （１．５）

そ  の  他 ７７　    ０．３ １３９　    ０．５ △４４．６

２６，７８６　 １００ ２９，３３６　 １００ △ ８．７
（１，８５０） （６．９） （１，２９６） （４．４）

（注） （　　）　内数字は輸出額であり、内数であります。

有  価  証  券

その他有価証券で時価のあるもの

（単位  百万円 ： 未満切捨）

            当                 期            前                 期
        平成16年３月３１日現在         平成15年３月３１日現在

 取得原価    差  額  取得原価    差  額

株       式      １９      ４８ 　　　２９      １９      １６   △ 　２

債       券

そ  の  他     　 ９    １５   ３３   ３３

   　２９      ６４    　５３      ５０   △ 　２

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

すべてヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引であるため、開示の対象から除いております。

    合        計

      －

製 造 装 置 製 品

　３４

合        計    

電 子 装 置 製 品

至  平成16年３月３１日

受注残高

      －       －

製 造 装 置 製 品

前　　　　期

自  平成14年４月  １日

当　　　　期

自  平成15年４月  １日

至  平成15年３月３１日

受注残高

      －      －

（１８０．２）

     －

電 子 装 置 製 品

合        計    

連結貸借対照表
計上額

連結貸借対照表
計上額

      －

（ ４２．７）

（△２９．１）

　　５
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関 連 当 事 者 と の 取 引

１．親会社及び法人主要株主

議決権等の
被所有割合役員兼任等 事実上の関係

百万円 ％ 百万円 百万円

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、通信、

東京都 電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ、ｿﾌﾄ 直接   兼任 　当社の一部 情報システム製品、 受取手形及び

港  区 337,820 ｳｴｱ等の製造 50.3 １名   製品の販売 製造装置製品等 5,740 売掛金 1,494

販売及び関連 間接 等の販売

ｻｰﾋﾞｽの提供 －

を含むｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･

ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業

       取引条件ないしは取引条件の決定方針等

製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交渉の上、決定しております。

２．子会社等

議決権等の
所有割合 役員兼任等 事実上の関係

百万円 ％ 百万円 百万円

山梨アビオ 山梨県 プリント配線板 兼任 当社が使用す 当社の銀行借入金

子会社 ニクス(株) 南アル 450 等の製造 100 ３名 る一部部品の に対する工場財団 1,880 - -

プス市 　購入等 担保の提供

百万円 ％ 百万円 百万円

福島アビオ 福島県 ハイブリッドＩＣ、 兼任 当社が使用す 当社の銀行借入金

子会社 ニクス(株) 郡山市 450 電子装置等の 100 ４名 る一部部品の に対する工場財団 2,039 - -

製造 　購入等 担保の提供

       取引金額は平成１６年３月３１日現在の当該担保提供に係る借入金残高であります。

       なお、総額1,880百万円の借入金に対して上記子会社２社より共同担保提供を受けておりますが、各社に係る借入金残高の区分

　　が困難なため、取引金額には借入金残高総額1,880百万円をそれぞれ含めて表示しております。

３．兄弟会社等

議決権等の
被所有割合役員兼任等 事実上の関係

百万円 ％ 百万円 百万円

親会社のＮＥＣネットワ-ク・ 東京都 通信機器、 当社の一部 情報システム製品、 受取手形及び

子会社 センサ(株) 府中市 200 電子機器の － － 製品の販売 製造装置製品等 1,588 売掛金 615

製造販売及び の販売

保守

       取引条件ないしは取引条件の決定方針等

製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交渉の上、決定しております。

科  目 期末残高取引の内容 取引金額

親会社 日本電気(株)

事業の内容
関係内容

属  性 会社等の名称 住  所 資本金

属  性 会社等の名称 住  所 資本金 科  目 期末残高事業の内容
関係内容

取引の内容 取引金額

属  性 会社等の名称 住  所 資本金 科  目 期末残高事業の内容
関係内容

取引の内容 取引金額
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